
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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内線

公立幼稚園運営事業

部局名

　園児に幼児教育を提供するとともに、補助員を配置して、障害等配慮を要する園児への対応を実施している。
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幼稚園運営事業

　幼稚園教育要領に基づいた幼児教育を目指し、充実した保育環境のもと幼児の心身の調和がとれた発達の基
礎を培うため、円滑な幼稚園運営を実施する。
　市立幼稚園において、園児が安心して幼稚園生活を送ることができるよう施設を維持管理する。
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おおむら子ども・子育て支援プラン
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

　配慮を要する子どもが増えている中、最低限の補助員を配備しているため削減の余地はない。
　施設の老朽化により維持管理費が増す中、極力節約に努め教育活動を維持しているため、削減の余地がない。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

　昨年度よりプロジェクトチームを立ち上げて、新しい公立認定こども園の方向性について検討中。
　周辺地域の園は、今後のあり方について再度検討をしている。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

 公立の担う役割を明確化し、公立保育所、幼稚園の再編統合を進め、新たな認定こども園を検討する。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

　新たなこども園を建設することで、保護者の就労状況に関わらず、全ての子どもに質の高い教育・保育
を提供できるようになる。

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

高い やや高い

　良好な幼稚園教育の環境を継続的に提供していくため、幼稚園の経常的な運営と施設の適正な維持管理が行えている。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

　幼稚園施設の適正な維持管理により教育環境の確保ができ、幼児教育の充実が図られる。

やや低い

該当なし

　新制度で利用者負担額が増えることと、預かり保育等のサービス等がないため、園児数減少がさらに予想され
る。
　各園舎の老朽化が進み、施設の維持管理、園児の安全管理が難しくなっている。
　障害児等配慮を要する子どもが年々増えてきている。

高い やや高い 低い

低い

　市立幼稚園における事業を計画的に実施するため、市の関与は必要である。

該当なし

低い 該当なし

　就学前の幼児教育は、集団生活を通じて人格形成の基礎を培う重要な時期であり、小学校以降の生活及び学習の基礎を育
成するために必要である。

低い 該当なし
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